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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第84期

第２四半期連結
累計期間

第85期
第２四半期連結
累計期間

第84期
第２四半期連結
会計期間

第85期
第２四半期連結
会計期間

第84期

会計期間

自平成22年
１月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
１月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成23年
４月１日
至平成23年
６月30日

自平成22年
１月１日
至平成22年
12月31日

売上高（百万円） 58,380 48,353 23,487 20,302 113,469

経常利益又は経常損失(△)

（百万円）
2,006 △207 △353 △369 1,687

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失(△)（百万円）
1,833 △588 △470 △630 921

純資産額（百万円） － － 28,259 26,191 26,909

総資産額（百万円） － － 104,446 96,339 96,396

１株当たり純資産額（円） － － 609.51 574.68 590.58

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は四半期純損失金額(△)

（円）

41.06 △13.18 　　△10.54 　　△14.13 20.64

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 26.1 26.6 27.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
17,140 12,528 － － 5,644

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
733 1,245 － － 834

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△9,068 △5,519 － － △11,278

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 25,761 20,409 12,155

従業員数（人） － － 1,758 1,730 1,728

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれていない。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在せず、かつ、第85期第２四半期

連結累計期間、第84期第２四半期連結会計期間及び第85期第２四半期連結会計期間は１株当たり四半期純損

失が計上されているため記載していない。

EDINET提出書類

株式会社福田組(E00196)

四半期報告書

 2/34



２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。 

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

  

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 1,730(536)

　（注）　　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記

　　　　　載している。 

　　　　　　　　　　　

(2）提出会社の状況

 平成23年６月30日現在

従業員数（人） 747 (27)

　（注）　　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載してい

る。 
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月301日）

事業の種類別セグメントの名称
受注髙

（百万円）　

建設事業 18,745

不動産事業 1,037

その他事業 1,189

合計 20,972

　（注）　セグメント間取引については相殺消去している。

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）

報告セグメントの名称
受注髙
（百万円）

建設事業 16,728

不動産事業 1,040

その他 165

合計 17,934

　（注）　セグメント間取引については相殺消去している。

(2）売上実績

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

事業の種類別セグメントの名称
売上髙

（百万円）　

建設事業 21,167

不動産事業 1,029

その他事業 1,289

合計 23,487

　（注）　セグメント間取引については相殺消去している。

　　　　　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。

　

当第２四半期連結会計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年６月30日）　

報告セグメントの名称
売上高

（百万円）　

建設事業 19,425

不動産事業 730

その他 146

合計 20,302

　（注）　セグメント間取引については相殺消去している。

　　　　　当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載していない。
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　なお、参考のため提出会社単独の状況は次のとおりである。

受注高（契約高）及び施工高の状況

(1）受注高、売上高、繰越高及び施工高

期別 種類別
期首繰越高
（百万円）

期中受注高
（百万円）

計
（百万円）

期中売上高
（百万円）

期末繰越高
期中施工高
（百万円）

手持高
（百万円）

うち施工高（百万円）

前第２四半期

累計期間

(自平成22年

１月１日

至平成22年

６月30日)

建設事業                     ％         

建築 32,210 17,885 50,095 16,881 33,213 7.2 2,375 17,186

土木 24,243 8,051 32,294 12,498 19,796 19.4 3,844 11,665

計 56,453 25,956 82,390 29,380 53,010 11.7 6,220 28,852

不動産事業 2,677 381 3,059 2,987 72 － － －

合計 59,131 26,318 85,449 32,367 53,082 － － －

当第２四半期

累計期間

(自平成23年

１月１日

至平成23年

６月30日)

建設事業                     ％         

建築 28,530 13,046 41,576 18,186 23,389 2.1 502 18,044

土木 15,367 6,093 21,460 6,213 15,246 22.8 3,480 7,076

計 43,898 19,139 63,037 24,400 38,636 10.3 3,982 25,121

不動産事業 3,111 645 3,757 3,532 224 － － －

合計 47,009 19,785 66,794 27,933 38,861 － － －

前事業年度

(自平成22年

１月１日

至平成22年

12月31日)

建設事業                     ％         

建築 32,210 35,226 67,437 38,906 28,530 2.3 644 37,480

土木 24,243 14,033 38,277 22,909 15,367 17.0 2,617 20,849

計 56,453 49,260105,71461,816 43,898 7.4 3,262 58,330

不動産事業 2,677 3,722 6,400 3,289 3,111 － － －

合計 59,131 52,983112,11465,105 47,009 － － －

　（注）１　前期以前に受注したもので、契約の変更により契約金額の増減がある場合は、「期中受注高」にその増減額を

含む。また、前期以前に外貨建で受注したもので、期中の為替相場の変動により契約金額の増減がある場合に

ついても同様に処理している。

２　「期末繰越高」の「うち施工高」は、支出金により建設事業手持高の施工高を推定したものである。

３　「期中施工高」は、（期中建設事業売上高＋期末繰越施工高－前期末繰越施工高）に一致する。
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(2) 受注高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

建設事業             

建築工事 863 7,189 8,052

土木工事 1,434 997 2,432

計 2,298 8,186 10,484

不動産事業 0 143 143

合計 2,298 8,329 10,628

当第２四半期会計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日）

建設事業             

建築工事 104 6,107 6,212

土木工事 502 1,147 1,649

計 606 7,255 7,861

不動産事業 0 322 322

合計 606 7,577 8,184

　

(3）売上高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

前第２四半期会計期間

（自　平成22年４月１日

至　平成22年６月30日）

建設事業             

建築工事 946 9,231 10,178

土木工事 3,596 988 4,584

計 4,543 10,219 14,763

不動産事業 0 229 230

合計 4,544 10,449 14,993

当第２四半期会計期間

（自　平成23年４月１日

至　平成23年６月30日）

建設事業             

建築工事 1,093 7,606 8,699

土木工事 1,907 1,270 3,177

計 3,000 8,876 11,876

不動産事業 0 193 193

合計 3,000 9,069 12,070
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(4）手持高（平成23年６月30日）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 合計（百万円）

建設事業             

建築工事 4,483 18,905 23,389

土木工事 6,878 8,368 15,246

計 11,362 27,274 38,636

不動産事業 －  224 224

合計 11,362 27,499 38,861
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２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについて、重要な変更はない。

３【経営上の重要な契約等】

　特記事項なし。　
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものである。 

(1) 経営成績の分析 

　当第２四半期連結会計期間においては、期首手持工事及び当年度受注高の減少から、前年同四半期に比べ、売上

高全体で13.6％減少の203億円余となった。売上総利益についても、競争激化による厳しい受注環境の影響を受

け、前年同四半期に横這いとなった。また、一般管理費や金融費用については抑制されたものの、営業損失３億円

余（前年同四半期は営業損失３億円余）、経常損失３億円余（前年同四半期は経常損失３億円余）と前年並みに

とどまった。四半期純損益は、３億円余の有形固定資産売却益があったものの、将来の損害賠償金支払に備えるた

め見積額６億円余を特別損失に計上したことなどから、６億円余の純損失となった（前年同四半期は四半期純損

失４億円余）

　報告セグメント等の業績は次のとおりである。

（建設事業）

　売上高は194億円余となり、セグメント損失は３億円余となった。

（不動産事業）

　売上高は７億円余となり、セグメント利益は５千万円余となった。

（その他）

　売上高は１億円余となり、セグメント利益は２千万円余となった。

　なお、第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日)を適用しているため、前年同四半期との数値比較は行っていない。

　

(2) 財政状態の分析　

　当第２四半期連結会計期間末の資産については、売掛金の回収による減少や不動産事業関連の支出金が販売に

より減少したものの、仕入債務の支払資金を確保し、現金預金が増加したため、流動資産は、前連結会計年度末に

比べ、10億円余増加した。また第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」を適用し、有形固

定資産の増加要因となったものの、本業に関連性の薄い資産について売却を進めており、固定資産は、前連結会計

年度末に比べ、11億円余減少した。負債の部では、工事未払金が増加した一方、有利子負債を削減する計画を着実

に実行し、借入金が長短合わせて53億円余減少している。また、純資産は261億円余となった。

 

(3) キャッシュ・フローの状況の分析 

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前年同四半期累計期間より売掛債権の回収金額

が減少したことなどから、前年同四半期末に比べ20.8％減少の204億円余となった。

　当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況と主たる要因は、次のとおりである。

　営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務は減少したものの、売上債権の減少が主な要因となり、38億円

余のプラスとなった。（前年同四半期は、69億円余の収入超過）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、建設業に関連性の薄い有形固定資産の売却計画の実行により11億円余

のプラスとなった。（前年同四半期は、有形固定資産の売却などにより１億円余の収入超過）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少などにより39億円余のマイナスとなった。（前年同四

半期は、借入金の返済などにより22億円余の支出超過）

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

　　当第２四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はない。 

 

(5) 研究開発活動 

　　当第２四半期連結会計期間における研究開発費の総額は、37百万円である。 

　　なお、当第２四半期連結会計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。 　　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　特記事項なし。 
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成23年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年８月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 44,940,557 44,940,557
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は

1,000株である。

計 44,940,557 44,940,557 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項なし。　

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項なし。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成23年４月１日～

平成23年６月30日
－ 44,940,557 － 5,158 － 5,996

EDINET提出書類

株式会社福田組(E00196)

四半期報告書

11/34



（６）【大株主の状況】

　 平成23年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

財団法人　福田育英会 新潟市中央区一番堀通町３番地10 3,343  7.44

株式会社重機リース 新潟市東区逢谷内居前454番地１  2,632  5.86

株式会社第四銀行

（常任代理人　日本マスタートラス

ト信託銀行株式会社） 

新潟市中央区東堀前通七番町1071番地１　

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
 2,198  4.89

福　田　直　美 新潟市中央区  2,158  4.80

福田組共栄会 新潟市中央区一番堀通町３番地10  1,934  4.30

福　田　フ　ジ　 新潟市中央区  1,633  3.63

小　沢　和　子 岩手県奥州市  1,607  3.58

福田石材株式会社 新潟市中央区白山浦１丁目614番地  1,530  3.41

福　田　勝　之 新潟市中央区  1,214  2.70

福　田　浩　士 新潟市中央区  1,157  2.58

計 －  19,409  43.19
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成23年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式） 

普通株式 　　 287,000

（相互保有株式）

普通株式       25,000

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式   44,341,000 44,341 －

単元未満株式※ 普通株式   　 287,557 － －

発行済株式総数 44,940,557 － －

総株主の議決権 － 44,341 －

　（注）　※「単元未満株式」には、当社所有の自己株式18株が含まれている。

　

②【自己株式等】

 平成23年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式） 

㈱福田組

新潟市中央区一番堀通町

３番地10
287,000 － 287,000 0.64

（相互保有株式） 

㈱アドヴァンス

新潟市中央区川岸町３丁

目17番22号
25,000 － 25,000 0.06

計 － 312,000 － 312,000 0.70

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成23年
１月

２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高（円） 165 175 433 347 273 321

最低（円） 158 160 161 238 201 217

　（注）東京証券取引所市場第一部における最高・最低株価を記載した。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。

 

EDINET提出書類

株式会社福田組(E00196)

四半期報告書

13/34



第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載している。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から

平成23年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平

成22年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 20,512 12,258

受取手形・完成工事未収入金等 28,619 32,614

有価証券 20 20

販売用不動産 2,203 5,481

未成工事支出金等 ※3
 5,404

※3
 4,851

不動産事業支出金 1,635 1,500

その他のたな卸資産 291 266

その他 3,728 4,634

貸倒引当金 △2,735 △3,018

流動資産合計 59,681 58,609

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 21,069 21,747

機械、運搬具及び工具器具備品 12,187 12,322

土地 16,341 16,983

その他 302 85

減価償却累計額 △24,190 △24,492

有形固定資産計 25,710 26,646

無形固定資産 909 941

投資その他の資産

投資有価証券 7,727 7,823

長期貸付金 1,053 1,094

繰延税金資産 149 166

その他 2,505 2,522

貸倒引当金 △1,398 △1,408

投資その他の資産計 10,037 10,198

固定資産合計 36,657 37,786

資産合計 96,339 96,396
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 23,850 20,736

短期借入金 25,407 30,271

未払法人税等 91 141

未成工事受入金 7,205 5,111

引当金 ※3
 1,170

※3
 658

その他 2,833 2,632

流動負債合計 60,559 59,551

固定負債

長期借入金 1,949 2,432

繰延税金負債 104 64

再評価に係る繰延税金負債 1,596 1,620

引当金

退職給付引当金 2,710 2,703

役員退職慰労引当金 70 76

引当金計 2,781 2,780

負ののれん 581 695

その他 2,575 2,340

固定負債合計 9,588 9,934

負債合計 70,147 69,486

純資産の部

株主資本

資本金 5,158 5,158

資本剰余金 5,996 5,996

利益剰余金 15,297 15,964

自己株式 △116 △115

株主資本合計 26,334 27,003

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 89 77

土地再評価差額金 △769 △714

評価・換算差額等合計 △680 △637

少数株主持分 537 543

純資産合計 26,191 26,909

負債純資産合計 96,339 96,396

EDINET提出書類

株式会社福田組(E00196)

四半期報告書

16/34



（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高

完成工事高 50,301 40,608

不動産事業売上高 4,289 4,509

その他の事業売上高 3,789 3,235

売上高合計 58,380 48,353

売上原価

完成工事原価 45,882 38,059

不動産事業売上原価 3,619 4,243

その他の事業売上原価 3,298 2,871

売上原価合計 52,800 45,174

売上総利益

完成工事総利益 4,418 2,548

不動産事業総利益 669 266

その他の事業総利益 491 363

売上総利益合計 5,579 3,179

販売費及び一般管理費 ※
 3,542

※
 3,415

営業利益又は営業損失（△） 2,036 △236

営業外収益

受取利息 35 18

受取配当金 － 75

負ののれん償却額 113 113

その他 236 108

営業外収益合計 386 316

営業外費用

支払利息 311 224

その他 104 62

営業外費用合計 416 287

経常利益又は経常損失（△） 2,006 △207

特別利益

固定資産売却益 116 439

投資有価証券売却益 15 －

貸倒引当金戻入額 174 157

その他 16 6

特別利益合計 323 603

特別損失

投資有価証券評価損 184 52

減損損失 6 －

賠償損失引当金繰入額 115 683

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 108

その他 190 75

特別損失合計 496 919
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,833 △523

法人税、住民税及び事業税 139 61

法人税等還付税額 △44 △21

過年度法人税等戻入額 △29 －

法人税等調整額 △54 16

法人税等合計 11 56

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △579

少数株主利益又は少数株主損失（△） △10 8

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,833 △588
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

売上高

完成工事高 21,167 18,285

不動産事業売上高 1,029 730

その他の事業売上高 1,289 1,286

売上高合計 23,487 20,302

売上原価

完成工事原価 19,786 17,052

不動産事業売上原価 968 626

その他の事業売上原価 1,230 1,212

売上原価合計 21,984 18,891

売上総利益

完成工事総利益 1,381 1,232

不動産事業総利益 61 104

その他の事業総利益 59 74

売上総利益合計 1,502 1,410

販売費及び一般管理費 ※
 1,806

※
 1,751

営業損失（△） △303 △340

営業外収益

受取利息 16 4

受取配当金 34 35

負ののれん償却額 56 56

その他 77 43

営業外収益合計 185 139

営業外費用

支払利息 145 110

その他 89 58

営業外費用合計 234 168

経常損失（△） △353 △369

特別利益

固定資産売却益 54 399

貸倒引当金戻入額 174 49

その他 8 5

特別利益合計 236 453

特別損失

投資有価証券評価損 181 24

減損損失 2 －

賠償損失引当金繰入額 115 683

その他 110 65

特別損失合計 409 773

税金等調整前四半期純損失（△） △525 △689
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（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年６月30日)

法人税、住民税及び事業税 22 △21

法人税等還付税額 △44 △21

過年度法人税等戻入額 △29 －

法人税等調整額 22 △16

法人税等合計 △28 △60

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △628

少数株主利益又は少数株主損失（△） △26 1

四半期純損失（△） △470 △630
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,833 △523

減価償却費 567 568

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 108

減損損失 6 －

負ののれん償却額 △113 △113

貸倒引当金の増減額（△は減少） △474 △292

賞与引当金の増減額（△は減少） 70 △24

工事損失引当金の増減額（△は減少） 90 △116

賠償損失引当金の増減額（△は減少） 115 683

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △4 △5

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7 6

受取利息及び受取配当金 △93 △94

支払利息 311 224

その他の引当金の増減額（△は減少） 47 △30

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 184 52

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） 27 4

固定資産売却損益（△は益） △94 △390

持分法による投資損益（△は益） △39 16

売上債権の増減額（△は増加） 11,502 3,989

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,583 2,564

その他の資産の増減額（△は増加） 441 833

仕入債務の増減額（△は減少） 3,463 3,113

未成工事受入金の増減額（△は減少） △2,705 2,702

その他の負債の増減額（△は減少） △3,263 △590

その他 264 31

小計 17,714 12,718

利息及び配当金の受取額 100 98

利息の支払額 △280 △229

法人税等の支払額 △393 △81

法人税等の還付額 － 21

営業活動によるキャッシュ・フロー 17,140 12,528
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年６月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △120 △120

定期預金の払戻による収入 220 120

有形固定資産の取得による支出 △198 △99

有形固定資産の売却による収入 613 1,185

無形固定資産の取得による支出 △14 △13

投資有価証券の取得による支出 △14 △3

投資有価証券の売却による収入 103 11

子会社の清算による収入 － 37

子会社株式の取得による支出 △20 △17

子会社株式の売却による収入 14 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△105 －

短期貸付金の増減額（△は増加） 47 89

長期貸付けによる支出 △23 △21

長期貸付金の回収による収入 168 53

その他の支出 △29 △23

その他の収入 92 46

投資活動によるキャッシュ・フロー 733 1,245

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,912 △4,265

長期借入れによる収入 2,300 －

長期借入金の返済による支出 △2,296 △1,081

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △134 △132

少数株主への配当金の支払額 △14 △15

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △10 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,068 △5,519

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 8,805 8,254

現金及び現金同等物の期首残高 16,955 12,155

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 25,761

※
 20,409
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　　本年１月に当社を分割会社とした新設分割により、株式会社リアスを設立

したため、第１四半期連結会計期間より、連結の範囲に含めている。

　

（2）変更後の連結子会社の数

　　18社　

２．会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」の適用

　　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適

用している。

　　これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失がそれぞれ

６百万円、税金等調整前四半期純損失が115百万円増加している。また、当

会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は212百万円である。　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示している。

　

　前第２四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「受取配当金」は、営業外収益

総額の100分の20を超えたため、当第２四半期連結累計期間では区分掲記することとした。

　なお、前第２四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取配当金」は、57百万円である。　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当

第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示している。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

　固定資産の減価償却費の算

定方法

　連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

　１　偶発債務

下記の会社の金融機関からの借入金等に対して保証

を行っている。

合同会社ＡＫＳアセット 970百万円

新潟万代島ビルディング㈱ 307

ホテル朱鷺メッセ㈱ 196

㈱ジオック技研 110

㈱カイハツ 73

医療法人桑名恵風会 66

計 1,724

 

なお、㈱カイハツの保証額73百万円は当社負担額で

あり、他社との共同保証総額は433百万円である。

  

　  分譲マンションに係る手付金保証  

４社 　143百万円

 

　２　受取手形裏書譲渡高

 　283百万円

　

※３　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出

金のうち、工事損失引当金に対応する額は71百万円で

ある。　

　１　偶発債務

下記の会社の金融機関からの借入金等に対して保証

を行っている。

合同会社ＡＫＳアセット  1,000百万円

新潟万代島ビルディング㈱ 321

ホテル朱鷺メッセ㈱ 204

㈱ジオック技研 170

医療法人桑名恵風会 77

㈱カイハツ 69

計 1,843

 

なお、㈱カイハツの保証額69百万円は当社負担額で

あり、他社との共同保証総額は408百万円である。 

 

　  分譲マンションに係る手付金保証   

３社 　109百万円

 

　２　受取手形裏書譲渡高

 　395百万円

　

※３　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出

金のうち、工事損失引当金に対応する額は93百万円で

ある。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

従業員給料手当 1,363百万円

退職給付費用 124百万円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

従業員給料手当 1,409百万円

退職給付費用 114百万円

 

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

従業員給料手当 706百万円

退職給付費用 63百万円

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりである。

従業員給料手当 725百万円

退職給付費用 59百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 25,873

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △132

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ 20

現金及び現金同等物 25,761

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成23年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 20,512

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △123

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ 20

現金及び現金同等物 20,409

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成23年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成23年１月１日　至　

平成23年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　44,940,557株 

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　 299,518株

 

３．配当に関する事項

配当金支払額　

（決議）　　　　　　　　

　

株式の種類　

　　　

配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）　
基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年２月24日

取締役会
普通株式 　133 　3 平成22年12月31日平成23年３月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 21,167 1,029 1,289 23,487 － 23,487

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2 25 663 691 (691) －

計 21,169 1,055 1,953 24,178 (691) 23,487

営業利益又は営業損失(△) △387 △21 160 △248 (55) △303

　（注）１　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業　：建築・土木その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の販売、賃貸等に関する事業

その他事業：工事用仮設材の賃貸、建設材料の販売等

３．会計処理の方法の変更

前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用している。

　

前第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業
（百万円）

その他事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 50,301 4,289 3,789 58,380 － 58,380

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
15 42 1,211 1,269 (1,269) －

計 50,316 4,332 5,001 59,650 (1,269) 58,380

営業利益又は営業損失(△) 1,280 359 476 2,115 (78) 2,036

　（注）１　事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

２　各事業区分に属する主要な内容

建設事業　：建築・土木その他建設工事全般に関する事業

不動産事業：不動産の販売、賃貸等に関する事業

その他事業：工事用仮設材の賃貸、建設材料の販売等

３．会計処理の方法の変更

前第２四半期連結累計期間（自平成22年１月１日　至平成22年６月30日）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用している。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当第２

四半期連結累計期間の建設事業の売上高が3,335百万円、営業利益が242百万円増加している。

EDINET提出書類

株式会社福田組(E00196)

四半期報告書

27/34



【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成22年１月１日　至平成22年６月30日）　 

　在外連結子会社及び主要な在外支店がないため、記載していない。

 

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成22年４月１日　至平成22年６月30日）及び前第２四半期連結累計期間（自

平成22年１月１日　至平成22年６月30日）

　海外売上高がないため、記載していない。

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社グループの報告セグメントは、事業の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、各会社の

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている。

　当社は、本社に建設事業及び不動産事業の事業本部を置き、各事業本部は、工事の受注・施工及び不動産の

購入・売却・賃貸について包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。

　したがって、当社は、事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「建設事業」及び「不動産事

業」の２つを報告セグメントとしている。

　「建設事業」は、主に、当社が土木、建築の工事を受注・施工しており、また、福田道路㈱では、舗装の工事を

受注・施工している。「不動産事業」は、複数の会社が宅地、建物等の販売及び賃貸をしている。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

  当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日 至平成23年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）

 
報告セグメント その他　

（注）
合計

建設 不動産 計

売上高    　  

外部顧客への売上高 43,531 4,509 48,041 311 48,353
セグメント間の内部売上高又
は振替高

27 27 54 0 55

計 43,558 4,537 48,096 312 48,408

セグメント利益又はセグメント

損失（△）
△159 △49 △208 57 △151

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉関連事業等を含んでい

る。　

　当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日 至平成23年６月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）

 
報告セグメント その他　

（注）
合計

建設 不動産 計

売上高    　  

外部顧客への売上高 19,425 730 20,155 146 20,302
セグメント間の内部売上高又
は振替高

26 10 36 0 37

計 19,452 740 20,192 146 20,339

セグメント利益又はセグメント

損失（△）
△389 59 △329 22 △306

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉関連事業等を含んでい

る。
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）　

当第２四半期連結累計期間（自平成23年１月１日　至平成23年６月30日）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 △208

「その他」の区分の利益 57

セグメント間取引消去 △24

全社費用（注） △60

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △236

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。

　

当第２四半期連結会計期間（自平成23年４月１日　至平成23年６月30日）

　 （単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 △329

「その他」の区分の利益 22

セグメント間取引消去 △5

全社費用（注） △28

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △340

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費である。　

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　特記事項なし。

　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）

を適用している。
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（企業結合等関係）

　　　　該当事項なし。　

　

（資産除去債務関係）

　　　　該当事項なし。　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成23年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年12月31日）

１株当たり純資産額 574.68円 １株当たり純資産額 590.58円

２．１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 41.06円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していない。

１株当たり四半期純損失金額 13.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成23年１月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純利益又は四半期純損失   

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 1,833 △588

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
1,833 △588

期中平均株式数（千株） 44,646 44,642

　

前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 10.54円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。

１株当たり四半期純損失金額 14.13円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額   

四半期純損失（百万円） 470 630

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失（百万円） 470 630

期中平均株式数（千株） 44,646 44,642
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（重要な後発事象）

　      該当事項なし。

２【その他】

　該当事項なし。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項なし。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月12日

株式会社福田組

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　栄一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大島　伸一　　印

　

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福田組の平

成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福田組及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報　

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間より「工事契約に関する会計基準」を適用している。　

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告　

　　　　　　書提出会社が別途保管している。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。　　 　　　　　　　　　　　
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年８月12日

株式会社福田組

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 清水　栄一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大島　伸一　　印

　

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社福田組の平

成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年４月１日から平成23年６

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社福田組及び連結子会社の平成23年６月30日現在の財政状態、同日

をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会

計期間より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 以　上

　

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は四半期報告　

　　　　　　書提出会社が別途保管している。

　　　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。　　 　　　　　　　　　　　
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